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参考条文 

 

１．「耐火建築物」を引用している規定 

 消防法施行令（昭和 36 年政令第 37 号） 

（スプリンクラー設備に関する基準）  

第十二条 （略） 

２ 前項に規定するもののほか、スプリンクラー設備の設置及び維持に関する技術上の基準は、次のとおりとす

る。 

一 （略） 

二 スプリンクラーヘッドは、次に定めるところにより、設けること。 

イ 前項各号（第一号、第五号から第七号まで及び第九号を除く。）に掲げる防火対象物又はその部分（ロに

規定する部分を除くほか、別表第一（五）項若しくは（六）項に掲げる防火対象物又は同表（十六）項に掲げ

る防火対象物の同表（五）項若しくは（六）項に掲げる防火対象物の用途に供される部分であつて、総務省

令で定める種別のスプリンクラーヘッドが総務省令で定めるところにより設けられている部分がある場合に

は、当該スプリンクラーヘッドが設けられている部分を除く。）においては、前号に掲げる部分の天井又は小

屋裏に、当該天井又は小屋裏の各部分から一のスプリンクラーヘッドまでの水平距離が、次の表の上欄に掲

げる防火対象物又はその部分ごとに、同表の下欄に定める距離となるように、総務省令で定める種別のスプ

リンクラーヘッドを設けること。 

防火対象物又はその部分 距離 

第一項第二号から第四号まで及び第十号から

第十二号までに掲げる防火対象物又はその

部分（別表第一（一）項に掲げる防火対象物の

舞台部に限る。） 

一・七メートル以下 

第一項第八号に掲げる防火対象物 一・七メートル（火災を早期に感知し、かつ、広範囲に散

水することができるスプリンクラーヘッドとして総務省令で

定めるスプリンクラーヘッド（以下この表において「高感

度型ヘッド」という。）にあつては、当該スプリンクラーヘッ

ドの性能に応じ総務省令で定める距離）以下 

第一項第三号、第四

号及び第十号から第

十二号までに掲げる

防火対象物又はその

部分（別表第一(一)

項に掲げる防火対象

物の舞台部を除く。) 

耐火建築物（建築基

準法第二条第九号の

二に規定する耐火建

築物をいう。以下同

じ。）以外の建築物 

二・一メートル（高感度型ヘッドにあつては、当該スプリ

ンクラーヘッドの性能に応じ総務省令で定める距離）以

下 

耐火建築物 二・三メートル（高感度型ヘッドにあつては、当該スプリ

ンクラーヘッドの性能に応じ総務省令で定める距離）以

下 
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ロ・ハ （略） 

三～八 （略） 

３・４ （略） 

（屋外消火栓設備に関する基準） 

第十九条 屋外消火栓設備は、別表第一（一）項から（十五）項まで、（十七）項及び（十八）項に掲げる建築物

で、床面積（地階を除く階数が一であるものにあつては一階の床面積を、地階を除く階数が二以上であるもの

にあつては一階及び二階の部分の床面積の合計をいう。第二十七条において同じ。）が、耐火建築物にあつ

ては九千平方メートル以上、準耐火建築物（建築基準法第二条第九号の三に規定する準耐火建築物をいう。

以下同じ。）にあつては六千平方メートル以上、その他の建築物にあつては三千平方メートル以上のものにつ

いて設置するものとする。 

２ 同一敷地内にある二以上の別表第一（一）項から（十五）項まで、（十七）項及び（十八）項に掲げる建築物（耐

火建築物及び準耐火建築物を除く。）で、当該建築物相互の一階の外壁間の中心線からの水平距離が、一階

にあつては三メートル以下、二階にあつては五メートル以下である部分を有するものは、前項の規定の適用に

ついては、一の建築物とみなす。 

３・４ （略） 

（消防用水に関する基準） 

第二十七条 消防用水は、次に掲げる建築物について設置するものとする。 

一 別表第一（一）項から（十五）項まで、（十七）項及び（十八）項に掲げる建築物で、その敷地の面積が二万

平方メートル以上あり、かつ、その床面積が、耐火建築物にあつては一万五千平方メートル以上、準耐火建

築物にあつては一万平方メートル以上、その他の建築物にあつては五千平方メートル以上のもの（次号に

掲げる建築物を除く。） 

二 （略） 

２ 同一敷地内に別表第一（一）項から（十五）項まで、（十七）項及び（十八）項に掲げる建築物（高さが三十一メ

ートルを超え、かつ、延べ面積が二万五千平方メートル以上の建築物を除く。以下この項において同じ。）が二

以上ある場合において、これらの建築物が、当該建築物相互の一階の外壁間の中心線からの水平距離が、一

階にあつては三メートル以下、二階にあつては五メートル以下である部分を有するものであり、かつ、これらの

建築物の床面積を、耐火建築物にあつては一万五千平方メートル、準耐火建築物にあつては一万平方メート

ル、その他の建築物にあつては五千平方メートルでそれぞれ除した商の和が一以上となるものであるときは、こ

れらの建築物は、前項の規定の適用については、一の建築物とみなす。 
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消防法施行規則（昭和 36 年自治省令第６号） 

（標準型ヘッド等） 

第十三条の二 （略） 

２ （略） 

３ 令第十二条第二項第二号イの表の総務省令で定める距離は、次の式により求めた値とする。 

Ｒ＝Ｘｒ 

Ｒは、スプリンクラーヘッドまでの水平距離（単位 メートル） 

ｒは、スプリンクラーヘッドの有効散水半径 

Ｘは、次の表の上欄に掲げる防火対象物又はその部分の区分に応じ、同表の下欄に掲げる値 

防火対象物又はその部分 Ｘの値 

令第十二条第一項第八号に掲げる防火対象物 〇・七五 

令第十二条第一項第三号、第四号及び第

十号から第十二号までに掲げる防火対象

物又はその部分（令別表第一（一）項に掲

げる防火対象物の舞台部を除く。） 

耐火建築物（建築基準法第二条第九号の二に規

定する耐火建築物をいう。以下同じ。）以外の建

築物 

〇・九 

 

耐火建築物 一 

４ （略） 

（ラック式倉庫等に設けるスプリンクラーヘッド等） 

第十三条の五 （略） 

２ 令第十二条第一項第一号及び第九号に掲げる防火対象物又はその部分には、前項に規定するスプリンクラ

ーヘッドのうち、小区画型ヘッドにあつては第十三条の三第二項（第一号を除く。）の例により、開放型スプリン

クラーヘッドにあつては第一号に定めるところにより、標準型ヘッドにあつては第十三条の二第四項第一号の

例によるほか第二号に定めるところにより、放水型ヘッド等にあつては前条第三項の例により、それぞれ設けな

ければならない。 

一 （略） 

二 標準型ヘッドは、天井に、当該天井の各部分から一のスプリンクラーヘッドまでの水平距離が、耐火建築

物以外の建築物にあつては二・一メートル（高感度型ヘッドにあつては、第十三条の二第三項の式により求

めた距離）以下、耐火建築物にあつては二・三メートル（高感度型ヘッドにあつては、同項の式により求めた

距離）以下となるように、それぞれ設けること。 

３～９ （略）
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２．「主要構造部を耐火構造」としている規定 

消防法施行令（昭和 36 年政令第 37 号） 

（屋内消火栓設備に関する基準） 

第十一条 （略） 

２ 前項の規定の適用については、同項各号（第五号を除く。）に掲げる防火対象物又はその部分の延べ面積又

は床面積の数値は、主要構造部（建築基準法第二条第五号に規定する主要構造部をいう。以下同じ。）を耐

火構造とし、かつ、壁及び天井（天井のない場合にあつては、屋根。以下この項において同じ。）の室内に面

する部分（回り縁、窓台その他これらに類する部分を除く。以下この項において同じ。）の仕上げを難燃材料

（建築基準法施行令第一条第六号に規定する難燃材料をいう。以下この項において同じ。）でした防火対象物

にあつては当該数値の三倍の数値（次条第一項第一号に掲げる防火対象物について前項第二号の規定を

適用する場合にあつては、当該三倍の数値又は千平方メートルに同条第二項第三号の二の総務省令で定め

る部分の床面積の合計を加えた数値のうち、いずれか小さい数値）とし、主要構造部を耐火構造としたその他

の防火対象物又は建築基準法第二条第九号の三イ若しくはロのいずれかに該当し、かつ、壁及び天井の室

内に面する部分の仕上げを難燃材料でした防火対象物にあつては当該数値の二倍の数値（次条第一項第一

号に掲げる防火対象物について前項第二号の規定を適用する場合にあつては、当該二倍の数値又は千平

方メートルに同条第二項第三号の二の総務省令で定める部分の床面積の合計を加えた数値のうち、いずれか

小さい数値）とする。 

３・４ （略） 

（自動火災報知設備に関する基準） 

第二十一条 （略） 

２ 前項に規定するもののほか、自動火災報知設備の設置及び維持に関する技術上の基準は、次のとおりとする。 

一・二 （略） 

三 自動火災報知設備の感知器は、総務省令で定めるところにより、天井又は壁の屋内に面する部分及び天

井裏の部分（天井のない場合にあつては、屋根又は壁の屋内に面する部分）に、有効に火災の発生を感知

することができるように設けること。ただし、主要構造部を耐火構造とした建築物にあつては、天井裏の部分

に設けないことができる。 

四 （略） 

（避難器具に関する基準） 

第二十五条 避難器具は、次に掲げる防火対象物の階（避難階及び十一階以上の階を除く。）に設置するものと

する。 

一・二 （略） 

三 別表第一(一)項から(四)項まで及び(七)項から(十一)項までに掲げる防火対象物の二階以上の階（主要構

造部を耐火構造とした建築物の二階を除く。）又は地階で、収容人員が五十人以上のもの 

四・五 （略） 

２ （略） 
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消防法施行規則（昭和 36 年自治省令第６号） 

（大型消火器以外の消火器具の設置） 

第六条 （略） 

２ 前項の規定の適用については、同項の表中の面積の数値は、主要構造部を耐火構造とし、かつ、壁及び天

井（天井のない場合にあつては、屋根）の室内に面する部分（回り縁、窓台その他これらに類する部分を除く。）

の仕上げを難燃材料（建築基準法施行令第一条第六号に規定する難燃材料をいう。以下同じ。）でした防火

対象物にあつては、当該数値の二倍の数値とする。 

３～７ （略） 

(屋内消火栓設備の非常電源に関する基準） 

第十二条 屋内消火栓設備（令第十一条第三項第二号イ又はロに掲げる技術上の基準に従い設置するものを

除く。以下この項において同じ。）の設置及び維持に関する技術上の基準の細目は、次のとおりとする。 

一～三の二 （略） 

四 屋内消火栓設備の非常電源は、非常電源専用受電設備、自家発電設備、蓄電池設備又は燃料電池設

備（法第十七条の二の五第二項第四号に規定する特定防火対象物（以下「特定防火対象物」という。）で、

延べ面積が千平方メートル以上のもの（第十三条第一項第二号に規定する小規模特定用途複合防火対象

物を除く。）にあつては、自家発電設備、蓄電池設備又は燃料電池設備）によるものとし、次のイからホまで

に定めるところによること。 

イ 非常電源専用受電設備は、次の（イ）から（ト）までに定めるところによること。 

（ｲ）～（ﾊ） （略） 

（ﾆ） 高圧又は特別高圧で受電する非常電源専用受電設備にあつては、不燃材料（建築基準法第二条第

九号に規定する不燃材料をいう。以下同じ。）で造られた壁、柱、床及び天井（天井のない場合にあつて

は、屋根）で区画され、かつ、窓及び出入口に防火戸（建築基準法第二条第九号の二ロに規定する防火

設備であるものに限る。以下同じ。）を設けた専用の室に設けること。ただし、次の（１）又は（２）に該当する

場合は、この限りでない。 

（１） （略） 

（２） 屋外又は主要構造部を耐火構造とした建築物の屋上に設ける場合において、隣接する建築物若し

くは工作物（以下「建築物等」という。）から三メートル以上の距離を有するとき又は当該受電設備から三

メートル未満の範囲の隣接する建築物等の部分が不燃材料で造られ、かつ、当該建築物等の開口部

に防火戸が設けられているとき 

（ﾎ）低圧で受電する非常電源専用受電設備の配電盤又は分電盤は、消防庁長官が定める基準に適合す

る第一種配電盤又は第一種分電盤を用いること。ただし、次の（１）又は（２）に掲げる場所に設ける場合

には、第一種配電盤又は第一種分電盤以外の配電盤又は分電盤を、次の（３）に掲げる場所に設ける

場合には、消防庁長官が定める基準に適合する第二種配電盤又は第二種分電盤を用いることができ

る。 

（１） （略） 

（２） 屋外又は主要構造部を耐火構造とした建築物の屋上（隣接する建築物等から三メートル以上の距

離を有する場合又は当該受電設備から三メートル未満の範囲の隣接する建築物等の部分が不燃材料



6 

で造られ、かつ、当該建築物等の開口部に防火戸が設けられている場合に限る。） 

（３） （略） 

（ﾍ）・（ﾄ）略 

ロ～ニ（略） 

ホ 配線は、電気工作物に係る法令の規定によるほか、他の回路による障害を受けることのないような措置を

講じるとともに、次の（イ）から（ハ）までに定めるところによること。 

（ｲ） （略） 

（ﾛ） 電線は、耐火構造とした主要構造部に埋設することその他これと同等以上の耐熱効果のある方法によ

り保護すること。ただし、ＭＩケーブル又は消防庁長官が定める基準に適合する電線を使用する場合は、

この限りでない。 

（ﾊ） （略） 

五～九 （略） 

２・３（略） 

（避難器具の設置個数の減免） 

第二十六条 令第二十五条第一項各号に掲げる防火対象物の階が次に該当するときは、当該階に設置する避

難器具の個数は、令第二十五条第二項第一号本文中「百人」を「二百人」に、「二百人」を「四百人」に、「三百

人」を「六百人」に読み替えて算出して得た数以上とする。 

一 主要構造部を耐火構造としたものであること。 

二 （略） 

２ （略） 

３ 令第二十五条第一項各号に掲げる防火対象物で主要構造部を耐火構造としたものに次に該当する渡り廊下

が設けられている場合は、当該渡り廊下が設けられている階に設置する避難器具の個数は、令第二十五条第

二項第一号本文又は前二項の規定により算出して得た数から当該渡り廊下の数に二を乗じた数を引いた数以

上とすることができる。この場合において、前項後段の規定を準用する。 

一～三 （略） 

４ 令第二十五条第一項各号に掲げる防火対象物で主要構造部を耐火構造としたものに避難橋を次に該当す

る屋上広場に設けた場合において、当該直下階から当該屋上広場に通じる避難階段又は特別避難階段が二

以上設けられているときは、当該直下階に設置する避難器具の個数は、令第二十五条第二項第一号本文又

は前三項の規定により算出して得た数から当該避難橋の数に二を乗じた数を引いた数以上とすることができる。

この場合において、第二項後段の規定を準用する。 

一～三 （略） 

５ 令第二十五条第一項各号に掲げる防火対象物の階が次の各号のいずれかに該当するときには、当該階に

避難器具を設置しないことができる。 

一 令別表第一（一）項から（八）項までに掲げる防火対象物にあつては次のイからヘまでに、同表（九）項から

（十一）項までに掲げる防火対象物にあつては次のイ、ニ、ホ及びヘに、同表（十二）項及び（十五）項に掲

げる防火対象物にあつては次のイ、ホ及びヘに該当すること。 

イ 主要構造部を耐火構造としたものであること。 

ロ～ヘ （略） 
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二 次のイ及びロに該当すること。 

イ 主要構造部を耐火構造としたものであること。 

ロ （略） 

三 次のイからニまでに該当すること。 

イ 主要構造部を耐火構造としたものであること。 

ロ～ニ （略） 

６ （略） 

一～三 （略） 

７ 令第二十五条第一項第三号及び第四号に掲げる防火対象物の階（令別表第一（一）項及び（四）項に掲げる

防火対象物の階を除く。）が、主要構造部を耐火構造とした建築物の次の各号に該当する屋上広場の直下階

であり、かつ、当該階から当該屋上広場に通ずる避難階段又は特別避難階段が二以上設けられている場合に

は、当該階には避難器具を設置しないことができる。 

一～三 （略） 

（連結散水設備の散水ヘツドを設ける部分） 

第三十条の二 令第二十八条の二第二項第一号の総務省令で定める部分は、次の各号に掲げる部分以外の

部分とする。 

一 主要構造部を耐火構造とした防火対象物のうち、耐火構造の壁若しくは床又は自動閉鎖の防火戸で区画

された部分で、当該部分の床面積が五十平方メートル以下のもの 

二 （略） 

三 主要構造部を耐火構造とした防火対象物のうち、耐火構造の壁若しくは床又は自動閉鎖の特定防火設備

である防火戸で区画された部分で、エレベーターの機械室、機械換気設備の機械室その他これらに類する

室又は通信機器室、電子計算機器室その他これらに類する室の用途に供されるもの 

四・五 （略） 
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その他省令・告示 

 

(1) 排煙設備に代えて用いることができる必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に関す

る省令（平成 21 年総務省令第 88 号） 

（排煙設備に代えて用いることができる加圧防排煙設備） 

第二条 次の各号に適合する防火対象物又はその部分において、令第二十八条の規定により設置し、及び維

持しなければならない排煙設備に代えて用いることができる必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供

する設備等は、加圧防排煙設備（消防隊による活動を支援するために、火災が発生した場合に生ずる煙を有

効に排除し、かつ、給気により加圧することによって、当該活動の拠点となる室への煙の侵入を防ぐことのでき

る設備であって、排煙口、給気口、給気機等により構成されるものをいう。以下同じ。）とする。 

一 （略） 

二 主要構造部（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号。以下「法」という。）第二条第五号に規定する

主要構造部をいう。）が、耐火構造（同条第七号に規定する耐火構造をいう。）であること。 

三・四 （略） 

２・３ （略） 

 

(2) 特定共同住宅等の位置、構造及び設備を定める件（平成 17 年３月 25 日消防庁告示第二号） 

第三 通常用いられる消防用設備等に代えて、必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等を

用いることができる特定共同住宅等の位置、構造及び設備 

 省令第二条第一号に規定する特定共同住宅等は、その位置、構造及び設備が次の各号に適合するものとす

る。 

一 主要構造部が、耐火構造（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二条第七号に規定する耐火構

造をいう。以下同じ。）であること。 

二・三 （略）  
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３ 「主要構造部」のうち、対象部材（壁・床）を引用し「耐火構造」と規定 

 

消防法施行規則（昭和 36 年自治省令第６号） 

 

（通則） 

第八条 防火対象物が開口部のない耐火構造（建築基準法第二条第七号に規定する耐火構造をいう。以

下同じ。）の床又は壁で区画されているときは、その区画された部分は、この節の規定の適用について

は、それぞれ別の防火対象物とみなす。 

 

消防法施行規則（昭和 36 年自治省令第６号） 

 

（防火対象物の点検基準） 

第四条の二の六 (略) 

２ 法第八条の二の二第一項の防火対象物であつて、次に掲げる防火対象物又はその部分については、

前項の規定のうち、同項第一号から第三号までの規定以外の規定を適用しないものとする。 

一 (略) 

二 開口部のない耐火構造（建築基準法第二条第七号に規定する耐火構造をいう。以下同じ。）の床又は

壁で区画されている場合において、その区画された部分が令別表第一（一）項から（四）項まで、（五）項

イ、（六）項又は（九）項イに掲げる防火対象物の用途に供されていない場合における当該区画された部

分 

三 （略） 

 

（スプリンクラー設備を設置することを要しない構造） 

第十二条の二 令第十二条第一項第一号及び第九号の総務省令で定める構造は、次の各号に掲げる防

火対象物又はその部分の区分に応じ、次の各号に定めるところにより、当該防火対象物又はその部分に

設置される区画を有するものとする。 

一 （略） 

二 令別表第一（六）項イ（１）及び（２）並びにロ、（十六）項イ並びに（十六の二）項に掲げる防火対象物

で、基準面積が千平方メートル以上のもの 次に定めるところにより設置される区画を有するものである

こと。 

イ 当該防火対象物又はその部分の居室を耐火構造の壁及び床で区画したものであること。 

ロ～ホ （略） 

２・３ （略） 

 

（スプリンクラー設備を設置することを要しない階の部分等） 

第十三条 令第十二条第一項第三号の総務省令で定める部分は、次のいずれかに掲げる部分とする。 

一 令別表第一（十六）項イに掲げる防火対象物のうち、同表（五）項ロ並びに（六）項ロ及びハに掲げる

防火対象物（同表（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物にあつては、有料老人ホーム、福祉ホーム、老
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人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第五条の二第六項に規定する認知症対応型老人共同

生活援助事業を行う施設又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

十七年法律第百二十三号）第五条第十七項に規定する共同生活援助を行う施設に限る。以下この号

及び次号、第二十八条の二第一項第四号及び第四号の二並びに同条第二項第三号及び第三号の

二において同じ。）の用途以外の用途に供される部分が存せず、かつ、次に定めるところにより、十階

以下の階に存する同表（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途に供される部分に設置される区画

を有するものの十階以下の階（同表（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途に供される部分の床

面積の合計が三千平方メートル以上の防火対象物にあつては、当該部分が存する階並びに同表（六）

項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途に供される部分が存する階で、当該部分の床面積が、地階又

は無窓階にあつては千平方メートル以上、四階以上の階にあつては千五百平方メートル以上のものを

除く。） 

イ 居室を、準耐火構造の壁及び床（三階以上の階に存する場合にあつては、耐火構造の壁及び床）

で区画したものであること。 

ロ～ホ （略） 

一の二 令別表第一（十六）項イに掲げる防火対象物のうち、同表（五）項イ及びロ並びに（六）項ロ及び

ハに掲げる防火対象物の用途以外の用途に供される部分が存せず、かつ、次に定めるところにより、

十階以下の階に設置される区画を有するものの十階以下の階（同表（五）項イ並びに（六）項ロ及びハ

に掲げる防火対象物の用途に供される部分の床面積の合計が三千平方メートル以上の防火対象物に

あつては、当該部分が存する階並びに同表（五）項イ並びに（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用

途に供される部分が存する階で、当該部分の床面積が、地階又は無窓階にあつては千平方メートル以

上、四階以上の階にあつては千五百平方メートル以上のものを除く。） 

イ 居室を耐火構造の壁及び床で区画したものであること。 

ロ～ホ（略） 

２ 令第十二条第一項第三号、第四号及び第十号から第十二号までの総務省令で定める部分は、主要構

造部を耐火構造とした防火対象物（令別表第一（二）項、（四）項及び（五）項ロに掲げる防火対象物並び

に同表（十六）項に掲げる防火対象物で同表（二）項、（四）項又は（五）項ロに掲げる防火対象物の用途

に供される部分が存するものを除く。）の階（地階及び無窓階を除く。）の部分で、次に掲げるものとする。 

一 耐火構造の壁及び床で区画された部分で、次に該当するもの 

イ ～ニ (略) 

二 耐火構造の壁及び床で区画された廊下で、前号イ及びハに該当するもの 

３ 令第十二条第二項第一号の総務省令で定める部分は、次の各号に掲げる部分以外の部分とする。 

一～十一 （略） 

十二 主要構造部を耐火構造とした令別表第一（十六）項イに掲げる防火対象物（地階を除く階数が十

一以上のものを除く。）の階（地階及び無窓階を除く。）の同表（七）項、（八）項、（九）項ロ又は（十）項

から（十五）項までに掲げる防火対象物の用途に供される部分のうち、これらの用途に供される部分以

外の部分と耐火構造の壁及び床で区画された部分で、次のイ及びロに該当するもの 

イ・ロ （略） 
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（避難器具の設置個数の減免） 

第二十六条 （略） 

２～４ （略） 

５ 令第二十五条第一項各号に掲げる防火対象物の階が次の各号のいずれかに該当するときには、当該

階に避難器具を設置しないことができる。 

一 令別表第一（一）項から（八）項までに掲げる防火対象物にあつては次のイからヘまでに、同表（九）

項から（十一）項までに掲げる防火対象物にあつては次のイ、ニ、ホ及びヘに、同表（十二）項及び（十

五）項に掲げる防火対象物にあつては次のイ、ホ及びヘに該当すること。 

イ （略） 

ロ 開口部に防火戸を設ける耐火構造の壁又は床で区画されていること。 

ハ～ヘ 

二・三 （略） 

６～７ （略） 

 

（誘導灯及び誘導標識を設置することを要しない防火対象物又はその部分） 

第二十八条の二 令第二十六条第一項ただし書の総務省令で定めるものは、避難口誘導灯については、

次の各号に定める部分とする。 

一～三 （略） 

四 前三号に掲げるもののほか、令別表第一（十六）項イに掲げる防火対象物のうち、同表（五）項ロ並び

に（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途以外の用途に供される部分が存せず、かつ、次のイか

らホまでに定めるところにより、十階以下の階に存する同表（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用

途に供される部分に設置される区画を有するものの同表（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途

に供される部分が存する階以外の階（地階、無窓階及び十一階以上の階を除く。） 

イ 居室を、準耐火構造の壁及び床（三階以上の階に存する場合にあつては、耐火構造の壁及び床）

で区画したものであること。 

ロ～ホ （略） 

四の二 前各号に掲げるもののほか、令別表第一（十六）項イに掲げる防火対象物のうち、同表（五）項イ

及びロ並びに（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途以外の用途に供される部分が存せず、か

つ、次のイからホまでに定めるところにより、十階以下の階に設置される区画を有するものの同表（五）

項イ並びに（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途に供される部分が存する階以外の階（地階、

無窓階及び十一階以上の階を除く。） 

イ 居室を耐火構造の壁及び床で区画したものであること。 

ロ～ホ （略） 

五 （略） 

２ 令第二十六条第一項ただし書の総務省令で定めるものは、通路誘導灯については、次の各号に定める

部分とする。 

一・二 （略） 

三 前二号に掲げるもののほか、令別表第一（十六）項イに掲げる防火対象物のうち、同表（五）項ロ並び
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に（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途以外の用途に供される部分が存せず、かつ、次のイか

らホまでに定めるところにより、十階以下の階に存する同表（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用

途に供される部分に設置される区画を有するものの同表（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途

に供される部分が存する階以外の階（地階、無窓階及び十一階以上の階を除く。） 

イ 居室を、準耐火構造の壁及び床（三階以上の階に存する場合にあつては、耐火構造の壁及び床）

で区画したものであること。 

ロ～ホ （略） 

三の二 （略） 

イ 居室を耐火構造の壁及び床で区画したものであること。 

ロ～ホ （略） 

四・五 （略） 

３ （略） 

 

（防火対象物の道路の用に供される部分に係る基準の特例） 

第三十三条 令第三十一条第二項第二号の総務省令で定める防火対象物の道路の用に供される部分

は、次の各号に掲げる要件を満たすものとする。 

一 防火対象物の道路の用に供される部分とその他の部分とが、開口部のない耐火構造の床又は壁で

区画されていること。 

二 防火対象物の道路の用に供される部分の開口部に接する外壁は、耐火構造のひさし、床、そで壁そ

の他これらに類するものにより、延焼防止上有効な措置がとられていること。 

２ （略）


